
・空家等対策の推進に関する特別措置法の施行（平成２７年２月２６日）に先立って、市町村相互間の連携等
を目的として全市町村、関係団体、県が参加する「埼玉県空き家対策連絡会議」を立ち上げ

・国土交通省が「空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）」を取りまとめ、
令和６年１月２２日に都道府県宛てに通知
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■改正の概要
【設置要綱】
・「埼玉県空き家対策連絡会議」を「埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議」とし、議長を埼玉県都市整備
部副部長、副議長を企画財政部地域経営局長とする。

・所掌事項に所有者不明土地対策に関する事項を追加する。
・事務局に埼玉県企画財政部土地水政策課を追加する。
・オブザーバーに国土交通省関東地方整備局用地用地企画課を追加する。

【専門部会運営要領】
・設置要件及び所掌事項に所有者不明土地対策に関する事項を追加する。
・空き家対策に関する事項については埼玉県都市整備部建築安全課を、所有者不明土地対策に関する事項につい
ては埼玉県企画財政部土地水政策課を事務局とする。

■改正の経緯

埼玉県においても、両対策を一体的に推進していく観点から「埼玉県空き家対策連絡会議」を「埼玉県
空き家・所有者不明土地対策連絡会議」に改組し、本会議の設置要綱及び専門部会運営要領を改正



■要綱等の改正についての構成員への意見照会結果

「埼玉県空き家対策連絡会議」設置要綱等の改正について
第22回埼玉県空き家対策連絡会議

資料１

・全構成員に対して意見照会を実施

■連絡会議の改組後の運営等について
・年２回の連絡会議については、空き家対策と所有者不明土地対策を一体的に推進すべき項目を優先的に議題とし
て取り上げていくものとするが、両対策個別の事項についても議題として取り上げを可能とする。

・両対策個別の事項については、専門部会のほか、必要に応じて従来通り意見交換会・研究会・分科会などをそれぞ
れの事務局において各市町村所管課及び構成員と実施する。

設置要綱意見への回答設置要綱等への意見
空き家対策等の分野ごとの分科会等の設置について
は、現状の研修会や意見交換会と同様に開催してい
く予定です。その際は第１０条の記載内容で対応可
能と考えています。

専門部会の他に、空き家対策分科会といった「分科
会」等を設置して、各分野に特化した情報交換ができ
る体制を整えてほしい１

連絡会議については、両対策を一体的に推進すべき
内容を優先的に議題としますが、議題に応じて所管課
にご参加いただく事を想定しています。会議の次第等
運営方法については今後検討してまいります。
また、専門部会等については、それぞれの所管課にお
いてご参加いただく事を考えています。

空き家対策と所有者不明土地対策の所管が異なる
場合、今後どの範囲まで参加するのか判断がつかない

２

・その他、誤字の指摘等の修正あり

【主な意見】


